
（単位：円）
科　　目 金　　額 科　　目 金　　額

(資産の部) (負債の部)
流動資産 2,007,278,534 流動負債 677,162,963
　　　現金及び預金 168,511,955 　　　支払手形 43,625,751
　　　受取手形・電子記録債権 10,846,572 　　　買掛金 98,621,672
　　　売掛金 690,086,933 　　　リース債務 26,541,136
　　　未成工事支出金 61,509,987 　　　未払金 236,986,420
　　　材料及び貯蔵品 1,295,429 　　　未払費用 42,269,780
　　　前払費用 14,035,789 　　　未払法人税等 63,625,500
　　　関係会社余剰資金預け金 1,058,017,920 　　　未払消費税等 41,999,500
　　　その他流動資産 6,864,537 　　　前受金 6,060,260
　　　貸倒引当金（短期） -3,890,588 　　　預り金 4,502,020
固定資産 358,338,012 　　　役員賞与引当金 9,900,000
　有形固定資産 152,762,988 　　　賞与引当金 99,819,738
　　　建物 37,367,634 　　　資産除去債務（短期） 3,211,186
　　　構築物 3,042,280
　　　機械及び装置 10,668,472 固定負債 398,411,715
　　　車両運搬具 6,334,048 　　　長期リース債務 45,492,594
　　　工具器具備品 7,084,825 　　　退職給付引当金 340,358,928
　　　土地 22,363,501 　　　資産除去債務（長期） 12,560,193
　　　リース資産 65,902,228

負債合計 1,075,574,678
　無形固定資産 918,052 (純資産の部)
　　　ソフトウェア 806,267 株主資本 1,290,041,868
　　　その他 111,785 　資本金 48,000,000

　投資その他の資産 204,656,972 　利益剰余金 1,242,041,868
　　　投資有価証券 200,000 　　　利益準備金 12,000,000
　　　出資金 320000 　　　その他利益剰余金 1,230,041,868
　　　破産・更生債権 0 　　　　別途積立金 720,000,000
　　　長期前払費用 0 　　　　繰越利益剰余金 510,041,868
　　　敷金・保証金 32,589,390
　　　長期未収入金 1
　　　長期繰延税金資産 171,547,581
　　　貸倒引当金（長期） 0

純資産合計 1,290,041,868
資産合計 2,365,616,546 負債・純資産合計 2,365,616,546

貸　借　対　照　表
令和 2年3月31日現在



個別注記表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

1. 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券 

   市場価格のないもの……移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

   材料及び貯蔵品……先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の 

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

 

2. 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法（ただし、建物及び建物附属設備並びに平成 28 年４月１日以降に取得した構築 

物については定額法）を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   建物     ３年～２４年 

   構築物    ３年～１５年 

   機械装置   ３年～１０年 

   車両運搬具  ２年～  ７年 

   工具器具備品 ２年～１０年 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

   自社利用のソフトウェア ５年 

(3) リース資産 

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

  なお、リース取引開始日が平成 20 年 3 月 31 日以前の所有権移転外ファインナンス・リ 

  ース取引及びリース契約 1件当たりのリース料総額 300万円以下の所有権移転外ファイ 

  ナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ 

  ております。 

(4) 長期前払費用 

   定額法を採用しております。 

  



 

3. 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計

上しております。 

(3) 役員賞与引当金 

役員の賞与支給に備えるため、会社が算定した当事業年度に負担すべき支給見込額を計

上しています。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度の末日における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき計上しております。 

なお、数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生した事業年度に一括処理しています。 

 

4. 収益及び費用の計上基準 

(1) 完成工事高及び完成工事原価の計上基準 

  当期末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進

行基準を適用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。 

なお、工事進行基準を適用する工事の当期末における進捗度の見積りは、原価比例法に

よっております。 

 

5. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

 


